
＜様式１＞

5 月 26 日

国土交通大臣　　殿

※） 日付以外は、様式2-1からリンクする為、入力は必要はありません。

140-0002

事務局構成員番号

【平成２８年度】

北島敏建設株式会社

Ⅴ-1､Ⅵ-1

東京都国立市東3-5-1

0425771145

アール･ジー株式会社

北島 敏之

羽倉 伸昌 印

代表者印

代表者所属先

代表者所在地

Ⅶ-1

（グループ事務局）

事務局事業者名

事務局所在地

0357833457

NobumasaHagura@rinnai.co.jp

事務局電話番号

事務局FAX

事務局担当者E-mail

地域型住宅の名称 ハイブリッド住宅

グループの名称

事務局担当者名

東京都品川区東品川1-6-6

0357833828

事務局郵便番号

代表者構成員番号

（グループ代表者）

代表者名

平成　28年

エコ・グリーン東京

0

代表者電話番号

直近採択グループ番号

地域型住宅グリーン化事業　適用申請書

本申請書の内容により、地域型住宅グリーン化事業の適用を申請します。
この申請書及び添付資料に記載の事項は、事実に相違ありません。



＜地域型住宅の生産体制＞ ＜様式２－１＞

１．地域型住宅の名称（必須）

２．グループの名称(必須）

３．直近採択グループ番号（必須）

４．地域型住宅供給対象地域（必須）

５．結成年（必須） 2016 年

６．グループ代表者名（必須）

７．グループ代表者の所属先（必須）

８．グループ代表者の構成員番号（必須）

９．グループ代表者所在地（必須）

１０．グループ代表者電話番号（必須）

１１．グループ事務局事業者名（必須）

１２．グループ事務局の構成員番号（必須）

１３．グループ事務局担当者名（必須）

１４．グループ事務局郵便番号（必須）

１５．グループ事務局所在地（必須）

１６．グループ事務局電話番号（必須）

１７．グループ事務局FAX番号（必須）

１８．グループ事務局担当者E-mail（必須）

Ⅰ．原木供給 3

Ⅱ．製材・集成材製造・合板製造 4

Ⅲ．建材流通（木材を扱わない事業者を除く) 4

Ⅳ．プレカット 4

Ⅴ．設計 5

Ⅵ．施工 28

Ⅶ．木材を扱わない流通 1

Ⅷ．Ⅰ～Ⅶ以外の業種 0

番号記入欄

全国 ③

国外 ③

国外 ②

全国 ②

全国 ②

全国 ②

東京都 ①

神奈川県 ①

神奈川県 ①

千葉県 ①

埼玉県 ①

しずおか優良木材 静岡県 ①

ベイマツ 米国 ③

和歌山県 ①

かながわブランド県産木材

かながわ県産木材産地認証制度

かながわブランド県産木材産地認証制度

かながわ県産木材

     合法木材証明制度を利用する

（構成員数）   ※様式２－２の各シートからリンクする為、入力は必要ありません。

国外

国内

          

※代表者の所属先は略さず正式名で入力してください。

140-0002 ※郵便番号は、ハイフンありで半角入力してください。　例：123-4567

0357833828

国内

国内

※ハイフンなしで半角入力してください。　例：0123456789

北島敏建設株式会社

認証制度等の名称
※以下該当の①、②、③の番号を番号 記入欄に
　　記入してください。
　 ①都道府県の産地認証制度等によるもの
　 ②民間の第三者機関による認証制度
　　　(FSC、PEFC、SGEC等)
　 ③林野庁作成の「木材・木材製品の合法性、持
       続可能性のためのガイドライン(平成18年2月)
       に基づき合法性が証明されるもの

Ⅴ-1､Ⅵ-1

東京都国立市東3-5-1

Ⅶ-1

羽倉 伸昌

国内・国外

0425771145

国内多摩産材

※ハイフンなしで半角入力してください。　例：0123456789

0357833457

     FSC認証制度を利用する

     SGEC認証制度を利用する

多摩産材認証制度

     合法木材証明制度を利用する

国内

国内

国内

国内

アール･ジー株式会社 ※事務局事業者名は略さず正式名で入力してください。

紀州材認証システム

ハイブリッド住宅

エコ・グリーン東京

東京都，神奈川県，千葉県，埼玉県

北島 敏之

※西暦。半角で入力してください。

国外

東京都品川区東品川1-6-6

対象となる地域材の名称

※ハイフンなしで半角入力してください。　例：0123456789

※過去に地域型グリーン化事業、ブランド化事業で採択を受けたグループは入力してください。半角で入力してください。●●-●●●●-●●●●

 Ａ．使用する地域材に関する事項　（必須）

NobumasaHagura@rinnai.co.jp

     PEFC認証制度を利用する

     FIPC認証制度を利用する

地域材の産地

紀州材

国内

合法木材認証制度 国内

千葉県産材 千葉県産材認証制度 国内

埼玉県産材認証制度

しずおか優良木材認証制度 国外

埼玉県産材



＜地域型住宅の生産体制＞ ＜様式２－１＞

１．地域型住宅の名称（必須）

２．グループの名称(必須）

３．直近採択グループ番号（必須）

４．地域型住宅供給対象地域（必須）

５．結成年（必須） 2016 年

ハイブリッド住宅

エコ・グリーン東京

東京都，神奈川県，千葉県，埼玉県

※西暦。半角で入力してください。

※過去に地域型グリーン化事業、ブランド化事業で採択を受けたグループは入力してください。半角で入力してください。●●-●●●●-●●●●

10 戸

9 戸

0 戸

18 戸

15 戸

6 戸

7 戸

2 戸

0 戸

12 戸

3 戸

1 戸

7 戸

3 戸

0 戸

11 戸

3 戸

0 戸

1 戸

1 戸

0 戸

2 戸

1 戸

0 戸

7 戸

3 戸

0 戸

13 戸

7 戸

0 戸

0 棟

0 ㎡

0 棟

0 ㎡

D．当提案が採択された場合の各住宅事業者に
　　おける補助対象戸数の配分ルール（必須）

採択戸数 0 戸 交付申請戸数 0 戸 0 戸

採択戸数 0 戸 交付申請戸数 0 戸 0 戸

採択戸数 0 戸 交付申請戸数 0 戸 0 戸

採択棟数 0 棟 交付申請棟数 0 棟 0 戸

採択床面積 0 ㎡ 交付申請床面積 0 ㎡ 0 ㎡

申請が未確定（上限165万円）

加算
申請

上記の内、地域材加算の申請が未確定（上限20万円）

上記の内、三世代同居加算の申請が未確定（上限30万円）

申請が確実（上限165万円）

上記の内、三世代同居加算の申請が未確定（上限30万円）

加算
申請

加算
申請

上記の内、地域材加算の申請が未確定（上限20万円）

上記の内、三世代同居加算の申請が未確定（上限30万円）

加算
申請

上記の内、地域材加算の申請が確実（上限20万円）

上記の内、三世代同居加算の申請が確実（上限30万円）

加算
申請

申請が未確定（上限100万円）

加算
申請

申請が未確定（上限100万円）

上記の内、三世代同居加算の申請が確実（上限30万円）

申請が未確定（上限100万円）

上記の内、地域材加算の申請が未確定（上限20万円）

上記の内、三世代同居加算の申請が未確定（上限30万円）

申請が確実（上限100万円）

上記の内、地域材加算の申請が確実（上限20万円）

加算
申請

加算
申請

 Ｂ．平成２８年度における補助対象の木造住宅
　 　の申請要望戸数、地域材加算要望戸数、
　 　三世代同居対応加算要望戸数 （必須）

上記の内、三世代同居加算の申請が未確定（上限30万円）

申請が確実（上限100万円）

上記の内、地域材加算の申請が確実（上限20万円）

上記の内、三世代同居加算の申請が確実（上限30万円）

上記の内、地域材加算の申請が未確定（上限20万円）

申請が確実（上限100万円）

加算
申請

上記の内、地域材加算の申請が確実（上限20万円）

完了実績（竣工予定含む）戸数

完了実績（竣工予定含む）戸数

完了実績（竣工予定含む）戸数

完了実績（竣工予定含む）棟数

完了実績（竣工予定含む）床面積

※　B.長寿命型（長期優良住宅）における経験・未経験工務店欄については、過去に地域型住宅ブランド化事業、地域型住宅グリーン化事業の長期優良住宅の補助を受けたことがある場合は
　　経験工務店欄に、受けたことがない場合は未経験工務店欄に入力してください。

高度省エネ型（ゼロ・エネルギー住宅）

高度省エネ型（認定低炭素住宅）

申請が未確定（上限100万円）

※　E．平成２７年度の執行状況については、平成２７年度地域型グリーン化事業採択グループのみ入力してください。

※　（必須）と記載してあるところは、必ず入力してください。それ以外の項目は、該当する場合のみ入力してください。

申請が未確定

E．平成２７年度の執行状況（必須）

優良建築物型

長寿命型（長期優良住宅）

優良建築物の申請棟数

申請が確実 

加算
申請

C．平成２８年度における補助対象の優良建築物
　　の申請要望棟数及び床面積（必須）

高度省エネ型
（ゼロ・エネルギー）の申請戸数

長寿命型（長期優良住宅）
未経験工務店による申請戸数

なるべく多くの工務店が経験できるように配分する。
長期優良住宅，ゼロ・エネルギー住宅，認定低炭素住宅のそれぞれ未経験の工務店を優先させる。
実施可能物件を優先に配分個数を利用する。グループ研修会・総会など多く参加した工務店を優先に補助金枠を与える。

高度省エネ型
（認定低炭素住宅）の申請戸数

長寿命型（長期優良住宅）
経験工務店による申請戸数

申請が確実（上限100万円）

上記の内、地域材加算の申請が確実（上限20万円）

上記の内、三世代同居加算の申請が確実（上限30万円）

上記の内、地域材加算の申請が未確定（上限20万円）

上記の内、三世代同居加算の申請が確実（上限30万円）

高度省エネ型
（性能向上計画認定住宅）の
申請戸数



＜様式 2-2・Ⅰ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

34 Ⅰ - 1 ひろしま木材事業協同組合 737-0134

13 Ⅰ - 2 協和木材株式会社 135-0016

38 Ⅰ - 3 八幡浜官材協同組合 795-0086

Ⅰ - 4

Ⅰ - 5

Ⅰ - 6

Ⅰ - 7

Ⅰ - 8

Ⅰ - 9

Ⅰ - 10

Ⅰ - 11

Ⅰ - 12

Ⅰ - 13

Ⅰ - 14

Ⅰ - 15

Ⅰ - 16

Ⅰ - 17

Ⅰ - 18

Ⅰ - 19

Ⅰ - 20

Ⅰ - 21

Ⅰ - 22

Ⅰ - 23

Ⅰ - 24

Ⅰ - 25

Ⅰ - 26

Ⅰ - 27

Ⅰ - 28

Ⅰ - 29

Ⅰ - 30

Ⅰ - 31

Ⅰ - 32

Ⅰ - 33

Ⅰ - 34

Ⅰ - 35

Ⅰ - 36

Ⅰ - 37

Ⅰ - 38

Ⅰ - 39

Ⅰ - 40

Ⅰ - 41

Ⅰ - 42

Ⅰ - 43

Ⅰ - 44

Ⅰ - 45

Ⅰ - 46

愛媛県大洲市成能字大地原甲510-5 0893501250

構成員
番号

所在地

Ⅰ．原木供給 3

東京都江東区東陽5-30-13 東京原木会館 0358575225

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅰ．原木供給（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

グループ構成員に原木供給者を含まない場合、及びグループにおける地域材供給ルートにおいて原木供給者を含まないことがある場合の理由

電話番号

0823717141広島県呉市広多賀谷3-1-1



＜様式 2-2・Ⅰ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号
構成員
番号

所在地

Ⅰ．原木供給 3

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅰ．原木供給（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

グループ構成員に原木供給者を含まない場合、及びグループにおける地域材供給ルートにおいて原木供給者を含まないことがある場合の理由

電話番号

Ⅰ - 47

Ⅰ - 48

Ⅰ - 49

Ⅰ - 50

※）

※）

※）

※）

県番号は、県番号のワークシートを参照してください。

適用申請書記載事項確認念書の内容を正確に転記して下さい。事業者名については、（株）や（有）等の略号は用いず、正式な法人名を記入して下さい。

郵便番号は、ハイフンありで半角入力してください。　例：123-4567

電話番号は、ハイフンなしで半角入力してください。　例：0123456789



＜様式 2-2・Ⅱ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

34 Ⅱ - 1 中国木材株式会社 737-0134

13 Ⅱ - 2 協和木材株式会社 135-0016

33 Ⅱ - 3 銘建工業株式会社 717-0013

38 Ⅱ - 4 八幡浜官材協同組合 795-0086

Ⅱ - 5

Ⅱ - 6

Ⅱ - 7

Ⅱ - 8

Ⅱ - 9

Ⅱ - 10

Ⅱ - 11

Ⅱ - 12

Ⅱ - 13

Ⅱ - 14

Ⅱ - 15

Ⅱ - 16

Ⅱ - 17

Ⅱ - 18

Ⅱ - 19

Ⅱ - 20

Ⅱ - 21

Ⅱ - 22

Ⅱ - 23

Ⅱ - 24

Ⅱ - 25

Ⅱ - 26

Ⅱ - 27

Ⅱ - 28

Ⅱ - 29

Ⅱ - 30

Ⅱ - 31

Ⅱ - 32

Ⅱ - 33

Ⅱ - 34

Ⅱ - 35

Ⅱ - 36

Ⅱ - 37

Ⅱ - 38

Ⅱ - 39

Ⅱ - 40

Ⅱ - 41

Ⅱ - 42

Ⅱ - 43

Ⅱ - 44

Ⅱ - 45

Ⅱ - 46

愛媛県大洲市成能字大地原甲510-5 0893501250

東京都江東区東陽5-30-13 東京原木会館 0358575225

岡山県真庭市勝山1209 0867442695

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅱ．製材・集成材・合板製造（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

グループ構成員に製材・集成材・合板製造業者を含まない場合、及びグループにおける地域材供給ルートにおいて製材・集成材・合板製造業者を含まないことがある場合の理由

構成員
番号

所在地 電話番号

Ⅱ．製材・集成材・合板製造 4

広島県呉市広多賀谷3-1-1 0823717141



＜様式 2-2・Ⅱ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅱ．製材・集成材・合板製造（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

グループ構成員に製材・集成材・合板製造業者を含まない場合、及びグループにおける地域材供給ルートにおいて製材・集成材・合板製造業者を含まないことがある場合の理由

構成員
番号

所在地 電話番号

Ⅱ．製材・集成材・合板製造 4

Ⅱ - 47

Ⅱ - 48

Ⅱ - 49

Ⅱ - 50

※）

※）

※）

※）

県番号は、県番号のワークシートを参照してください。

適用申請書記載事項確認念書の内容を正確に転記して下さい。事業者名については、（株）や（有）等の略号は用いず、正式な法人名を記入して下さい。

郵便番号は、ハイフンありで半角入力してください。　例：123-4567

電話番号は、ハイフンなしで半角入力してください。　例：0123456789



＜様式 2-2・Ⅲ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

13 Ⅲ - 1 株式会社　北島材木店 186-0002

22 Ⅲ - 2 株式会社　ビルド･アップ 417-0002

13 Ⅲ - 3 福政木材有限会社 124-0023

13 Ⅲ - 4 株式会社篠原商店 177-0042

Ⅲ - 5

Ⅲ - 6

Ⅲ - 7

Ⅲ - 8

Ⅲ - 9

Ⅲ - 10

Ⅲ - 11

Ⅲ - 12

Ⅲ - 13

Ⅲ - 14

Ⅲ - 15

Ⅲ - 16

Ⅲ - 17

Ⅲ - 18

Ⅲ - 19

Ⅲ - 20

Ⅲ - 21

Ⅲ - 22

Ⅲ - 23

Ⅲ - 24

Ⅲ - 25

Ⅲ - 26

Ⅲ - 27

Ⅲ - 28

Ⅲ - 29

Ⅲ - 30

Ⅲ - 31

Ⅲ - 32

Ⅲ - 33

Ⅲ - 34

Ⅲ - 35

Ⅲ - 36

Ⅲ - 37

Ⅲ - 38

Ⅲ - 39

Ⅲ - 40

Ⅲ - 41

Ⅲ - 42

Ⅲ - 43

Ⅲ - 44

Ⅲ - 45

Ⅲ - 46

静岡県富士市依田橋２６９－１ 0545553245

東京都練馬区下石神井5-13-2 0339957288

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅲ．建材流通（木材を扱わない事業者を除く、長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

グループ構成員に建材流通（木材を扱わない事業者を除く）を含まない場合、及びグループにおける地域材供給ルートにおいて建材流通（木材を扱わない事業者を除く）を含まないことがある場合の理由

構成員
番号

所在地 電話番号

Ⅲ．建材流通（木材を扱わない事業者を除く） 4

東京都葛飾区東新小岩5-11-9 0336920940

東京都国立市東3-5-1 0425771288



＜様式 2-2・Ⅲ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅲ．建材流通（木材を扱わない事業者を除く、長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

グループ構成員に建材流通（木材を扱わない事業者を除く）を含まない場合、及びグループにおける地域材供給ルートにおいて建材流通（木材を扱わない事業者を除く）を含まないことがある場合の理由

構成員
番号

所在地 電話番号

Ⅲ．建材流通（木材を扱わない事業者を除く） 4

Ⅲ - 47

Ⅲ - 48

Ⅲ - 49

Ⅲ - 50

※）

※）

※）

※）

県番号は、県番号のワークシートを参照してください。

適用申請書記載事項確認念書の内容を正確に転記して下さい。事業者名については、（株）や（有）等の略号は用いず、正式な法人名を記入して下さい。

郵便番号は、ハイフンありで半角入力してください。　例：123-4567

電話番号は、ハイフンなしで半角入力してください。　例：0123456789



＜様式 2-2・Ⅳ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

13 Ⅳ - 1 株式会社篠原商店 177-0042 東京都練馬区下石神井5-13-2

22 Ⅳ - 2 株式会社三ツワ 411-0042 静岡県三島市平成台20

22 Ⅳ - 3 株式会社　ビルド･アップ 417-0002 静岡県富士市依田橋269-1

8 Ⅳ - 4 株式会社ハセベつくば工場 300-2422

Ⅳ - 5

Ⅳ - 6

Ⅳ - 7

Ⅳ - 8

Ⅳ - 9

Ⅳ - 10

Ⅳ - 11

Ⅳ - 12

Ⅳ - 13

Ⅳ - 14

Ⅳ - 15

Ⅳ - 16

Ⅳ - 17

Ⅳ - 18

Ⅳ - 19

Ⅳ - 20

Ⅳ - 21

Ⅳ - 22

Ⅳ - 23

Ⅳ - 24

Ⅳ - 25

Ⅳ - 26

Ⅳ - 27

Ⅳ - 28

Ⅳ - 29

Ⅳ - 30

Ⅳ - 31

Ⅳ - 32

Ⅳ - 33

Ⅳ - 34

Ⅳ - 35

Ⅳ - 36

Ⅳ - 37

Ⅳ - 38

Ⅳ - 39

Ⅳ - 40

Ⅳ - 41

Ⅳ - 42

Ⅳ - 43

Ⅳ - 44

Ⅳ - 45

Ⅳ - 46

Ⅳ．プレカット 4

0545553245

0339957288

0559867550

茨城県つくばみらい市古川81 0297576577

＜グループ構成員記入用リスト＞　Ⅳ．プレカット（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

グループ構成員にプレカット事業者を含まない場合、及びグループにおける地域材供給ルートにおいてプレカット事業者を含まないことがある場合の理由

構成員
番号

所在地 電話番号



＜様式 2-2・Ⅳ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

Ⅳ．プレカット 4

＜グループ構成員記入用リスト＞　Ⅳ．プレカット（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

グループ構成員にプレカット事業者を含まない場合、及びグループにおける地域材供給ルートにおいてプレカット事業者を含まないことがある場合の理由

構成員
番号

所在地 電話番号

Ⅳ - 47

Ⅳ - 48

Ⅳ - 49

Ⅳ - 50

※）

※）

※）

※）

県番号は、県番号のワークシートを参照してください。

適用申請書記載事項確認念書の内容を正確に転記して下さい。事業者名については、（株）や（有）等の略号は用いず、正式な法人名を記入して下さい。

郵便番号は、ハイフンありで半角入力してください。　例：123-4567

電話番号は、ハイフンなしで半角入力してください。　例：0123456789



＜様式 2-2・Ⅴ＞

○ ○

13 Ⅴ - 1 北島敏建設株式会社 186-0002 ○

13 Ⅴ - 2 フィールドネット一級建築士事務所 156-0043 ○

13 Ⅴ - 3 株式会社匠陽 167-0042 ○

13 Ⅴ - 4 株式会社ハウステック 184-0002 ○

13 Ⅴ - 5 カメプランアーキテクツ一級建築士事務所 135-0052 ○

Ⅴ - 6

Ⅴ - 7

Ⅴ - 8

Ⅴ - 9

Ⅴ - 10

Ⅴ - 11

Ⅴ - 12

Ⅴ - 13

Ⅴ - 14

Ⅴ - 15

Ⅴ - 16

Ⅴ - 17

Ⅴ - 18

Ⅴ - 19

Ⅴ - 20

Ⅴ - 21

Ⅴ - 22

Ⅴ - 23

Ⅴ - 24

Ⅴ - 25

Ⅴ - 26

Ⅴ - 27

Ⅴ - 28

Ⅴ - 29

Ⅴ - 30

Ⅴ - 31

Ⅴ - 32

Ⅴ - 33

Ⅴ - 34

Ⅴ - 35

Ⅴ - 36

Ⅴ - 37

Ⅴ - 38

Ⅴ - 39

Ⅴ - 40

Ⅴ - 41

Ⅴ - 42

Ⅴ - 43

Ⅴ - 44

Ⅴ．設計 5

省エネ
講習
受講
予定

構成員
番号

事業者名 代表者名 郵便番号 所在地 電話番号

東京都江東区潮見2-6-1-911 05075789022

東京都国立市東3-5-1 0425771145

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅴ．設計（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

グループ構成員に設計事業者を含まない場合、その理由

県
番号

省エネ
講習

修了済

東京都世田谷区松原5-27-11-201 0353012811

東京都杉並区西荻北3-12-6 0353030966

東京都小金井市梶野町4-16-10 0423805630



＜様式 2-2・Ⅴ＞

Ⅴ．設計 5

省エネ
講習
受講
予定

構成員
番号

事業者名 代表者名 郵便番号 所在地 電話番号

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅴ．設計（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

グループ構成員に設計事業者を含まない場合、その理由

県
番号

省エネ
講習

修了済

Ⅴ - 45

Ⅴ - 46

Ⅴ - 47

Ⅴ - 48

Ⅴ - 49

Ⅴ - 50

※）

※）

※）

※）

※） 「省エネ講習修了済」欄は、修了済の場合○印を入力してください。また「省エネ講習受講予定」欄は、予定の場合○印を入力してください。

県番号は、県番号のワークシートを参照してください。

適用申請書記載事項確認念書の内容を正確に転記して下さい。事業者名については、（株）や（有）等の略号は用いず、正式な法人名を記入して下さい。

郵便番号は、ハイフンありで半角入力してください。　例：123-4567

電話番号は、ハイフンなしで半角入力してください。　例：0123456789



＜様式 2-2・Ⅵ-1＞

13 Ⅵ - 1 北島敏建設株式会社 186-0002 ○

13 Ⅵ - 2 池上工務店 130-0004 ○

13 Ⅵ - 3 有限会社高林工務店 130-0010 ○

13 Ⅵ - 4 株式会社天山工務店 158-0083 ○

13 Ⅵ - 5 11757 株式会社東都ホーム 179-0075 ○

11 Ⅵ - 6 有限会社ミフクホーム 333-0848 ○

13 Ⅵ - 7 11762 株式会社 家づくりネットワーク 156-0043 ○

11 Ⅵ - 8 株式会社 サンウッド 334-0056 ○

11 Ⅵ - 9 11289 株式会社 こーき工房 359-0041 ○

13 Ⅵ - 10 11825 オーエフ 株式会社 187-0032 ○

13 Ⅵ - 11 11858 相羽建設株式会社 189-0014 ○

13 Ⅵ - 12 11921 株式会社住宅工房 205-0011 ○

13 Ⅵ - 13 株式会社CloverHome 187-0001 ○

13 Ⅵ - 14 11840 株式会社 大丸ハウス 206-0801 ○

13 Ⅵ - 15 11869 株式会社クレアホーム 202-0022 ○

11 Ⅵ - 16 11264 株式会社山口企画設計 359-1113 ○

13 Ⅵ - 17 有限会社雄建 198-0043 ○

13 Ⅵ - 18 株式会社テクニカ・ネットワーク 141-0031 ○

13 Ⅵ - 19 松本工務店一級建築士事務所 202-0022 ○

13 Ⅵ - 20 11768 株式会社ヒロホーム 164-0003 ○

7 Ⅵ - 21 31005 株式会社オオバ工務店 963-8041 ○

13 Ⅵ - 22 11763 株式会社匠陽 167-0042 ○

13 Ⅵ - 23 株式会社魁建設 190-0031 ○

13 Ⅵ - 24 ラ・ヴィータ株式会社 135-0024 ○

13 Ⅵ - 25 株式会社松下工務店 154-0011 ○

13 Ⅵ - 26 株式会社ハウステックス 184-0002 ○

13 Ⅵ - 27 株式会社ハセベ 116-0013 ○

13 Ⅵ - 28 有限会社直井建築工房 140-0013 ○

Ⅵ - 29

Ⅵ - 30

Ⅵ - 31

Ⅵ - 32

Ⅵ - 33

Ⅵ - 34

Ⅵ - 35

Ⅵ - 36

Ⅵ - 37

Ⅵ - 38

Ⅵ - 39

Ⅵ - 40

Ⅵ - 41

Ⅵ - 42

Ⅵ - 43

Ⅵ - 44

Ⅵ - 45

Ⅵ - 46

Ⅵ - 47

Ⅵ - 48

○ ○

埼玉県所沢市中新井1-27-1 0429901134

東京都小平市小川町1-2141 0423067120

0338028711

東京都品川区南大井6-18-2-202 0358247571

0429391101

東京都西東京市柳沢3-1-8 0424512800

東京都中野区東中野3-9-13 0353381600

東京都小金井市梶野町4-16-10 0423805630

東京都西東京市柳沢5-15-28

東京都荒川区西日暮里5-27-5

0353030966

東京都立川市砂川町7-2-37

0424613603

0357197415

東京都世田谷区上馬４－１７－６

東京都江東区清澄3-1-13

福島県郡山市富田町字権現林3番地の4

東京都練馬区高松3-18-26 0339992981

埼玉県川口市峯1632番地 0482975337

東京都羽村市五ノ神3-16-9

0428246772

東京都品川区西五反田2-10-8ドルミ五反田デュメゾン807

東京都青梅市千ヶ瀬町3-384-10

0249616500

0425113249

東京都杉並区西荻北3-12-6

0353012813

Ⅵ．施工-1（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通） 28

事業者
番号

東京都墨田区石原4-21-6 0336235007

東京都東村山市本町2-22-11

0337204832

埼玉県川口市芝下3丁目6番7号 0482659583

世田谷区松原5-27-11-201

東京都世田谷区奥沢1-52-1

事業者名

省エネ
講習
受講
予定

代表者名 郵便番号 所在地

東京都国立市東3-5-1 0425771145

東京都墨田区本所2-7-3 0336230971

電話番号
省エネ
講習

修了済

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅵ．施工-1（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

県
番号

構成員
番号

0425797770

0423954181

東京都小平市大沼町7-17-1 0423460178

東京都稲城市大丸71-2 0423774022

埼玉県所沢市喜多町9-5

0354164136

0356467123



＜様式 2-2・Ⅵ-1＞

○ ○Ⅵ．施工-1（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通） 28

事業者
番号

事業者名

省エネ
講習
受講
予定

代表者名 郵便番号 所在地 電話番号
省エネ
講習

修了済

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅵ．施工-1（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

県
番号

構成員
番号

Ⅵ - 49

Ⅵ - 50

※）

※）

※）

※）

※） 「省エネ講習修了済」欄は、修了済の場合○印を入力してください。また「省エネ講習受講予定」欄は、予定の場合○印を入力してください。

電話番号は、ハイフンなしで半角入力してください。　例：0123456789

県番号は、県番号のワークシートを参照してください。

適用申請書記載事項確認念書の内容を正確に転記して下さい。事業者名については、（株）や（有）等の略号は用いず、正式な法人名を記入して下さい。

郵便番号は、ハイフンありで半角入力してください。　例：123-4567



＜様式 2-2・Ⅵ-2＞

県
番号

事業者
番号

事業者名
被災地
に該当

○ ○

13 Ⅵ - 1 0 北島敏建設株式会社 5 戸 4 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 463 ㎡ 384 ㎡ ○

13 Ⅵ - 2 0 池上工務店 2 戸 2 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

13 Ⅵ - 3 0 有限会社高林工務店 2 戸 2 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

13 Ⅵ - 4 0 株式会社天山工務店 3 戸 3 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

13 Ⅵ - 5 11757 株式会社東都ホーム 0 戸 3 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ 300 ㎡ ○

11 Ⅵ - 6 0 有限会社ミフクホーム 3 戸 1 戸 戸 戸 戸 1 戸 戸 戸 270 ㎡ 127 ㎡

13 Ⅵ - 7 11762 株式会社 家づくりネットワーク 2 戸 2 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 222 ㎡ 233 ㎡ ○

11 Ⅵ - 8 0 株式会社 サンウッド 31 戸 30 戸 戸 戸 戸 戸 2 戸 1 戸 3,267 ㎡ 3,135 ㎡ ○

11 Ⅵ - 9 11289 株式会社 こーき工房 40 戸 38 戸 4 戸 1 戸 戸 戸 戸 戸 4,800 ㎡ 4,533 ㎡ ○

13 Ⅵ - 10 11825 オーエフ 株式会社 5 戸 2 戸 1 戸 戸 3 戸 1 戸 戸 戸 ㎡ ㎡ ○

13 Ⅵ - 11 11858 相羽建設株式会社 42 戸 42 戸 20 戸 20 戸 1 戸 戸 戸 戸 3,780 ㎡ 3,750 ㎡ ○

13 Ⅵ - 12 11921 株式会社住宅工房 4 戸 5 戸 戸 1 戸 戸 戸 戸 戸 352 ㎡ 400 ㎡ ○

13 Ⅵ - 13 0 株式会社CloverHome 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

13 Ⅵ - 14 11840 株式会社 大丸ハウス 2 戸 2 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 282 ㎡ 350 ㎡ ○

13 Ⅵ - 15 11869 株式会社クレアホーム 14 戸 18 戸 1 戸 1 戸 1 戸 戸 1 戸 戸 ㎡ ㎡ ○

11 Ⅵ - 16 11264 株式会社山口企画設計 70 戸 80 戸 1 戸 1 戸 戸 戸 戸 戸 6,800 ㎡ 7,770 ㎡ ○

13 Ⅵ - 17 0 有限会社雄建 2 戸 2 戸 戸 戸 1 戸 戸 戸 1 戸 143 ㎡ 114 ㎡ ○

13 Ⅵ - 18 0 株式会社テクニカ・ネットワーク 1 戸 1 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 0 ㎡ 110 ㎡

13 Ⅵ - 19 0 松本工務店一級建築士事務所 戸 1 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ 73 ㎡

13 Ⅵ - 20 11768 株式会社ヒロホーム 50 戸 50 戸 10 戸 10 戸 3 戸 1 戸 戸 戸 5,000 ㎡ 5,000 ㎡ ○

7 Ⅵ - 21 31005 株式会社オオバ工務店 21 戸 20 戸 3 戸 2 戸 1 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡ ○

13 Ⅵ - 22 11763 株式会社匠陽 28 戸 33 戸 1 戸 戸 2 戸 1 戸 戸 戸 ㎡ ㎡ ○

13 Ⅵ - 23 0 株式会社魁建設 戸 1 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ 33 ㎡

○

優良建築物の
着工床面積の実績

Ｈ27年実績 直近3年平均

うち木造認定低炭素住宅
の実績

うち木造ゼロエネ住宅
の実績

直近3年平均

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅵ． 施工－2 （長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

平成27年（1月～12月）の元請実績及び直近3年の年平均元請実績

直近3年平均 Ｈ27年実績

元請の
新築住宅供給戸数

Ｈ27年実績 直近3年平均 Ｈ27年実績

補助金
の活用
実績

長期
優良
住宅

ゼロ
エネ
住宅

直近3年平均

構成員
番号

Ⅵ．施工-2
うち木造長期優良住宅

の実績

Ｈ27年実績



＜様式 2-2・Ⅵ-2＞

県
番号

事業者
番号

事業者名
被災地
に該当

○ ○

○

優良建築物の
着工床面積の実績

Ｈ27年実績 直近3年平均

うち木造認定低炭素住宅
の実績

うち木造ゼロエネ住宅
の実績

直近3年平均

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅵ． 施工－2 （長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

平成27年（1月～12月）の元請実績及び直近3年の年平均元請実績

直近3年平均 Ｈ27年実績

元請の
新築住宅供給戸数

Ｈ27年実績 直近3年平均 Ｈ27年実績

補助金
の活用
実績

長期
優良
住宅

ゼロ
エネ
住宅

直近3年平均

構成員
番号

Ⅵ．施工-2
うち木造長期優良住宅

の実績

Ｈ27年実績

13 Ⅵ - 24 0 ラ・ヴィータ株式会社 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

13 Ⅵ - 25 0 株式会社松下工務店 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

13 Ⅵ - 26 0 株式会社ハウステックス 27 戸 24 戸 6 戸 4 戸 1 戸 戸 1 戸 戸 ㎡ ㎡ ○ ○

13 Ⅵ - 27 0 株式会社ハセベ 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

13 Ⅵ - 28 0 有限会社直井建築工房 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 29 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 30 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 31 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 32 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 33 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 34 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 35 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 36 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 37 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 38 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 39 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 40 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 41 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 42 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 43 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 44 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 45 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 46 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡



＜様式 2-2・Ⅵ-2＞

県
番号

事業者
番号

事業者名
被災地
に該当

○ ○

○

優良建築物の
着工床面積の実績

Ｈ27年実績 直近3年平均

うち木造認定低炭素住宅
の実績

うち木造ゼロエネ住宅
の実績

直近3年平均

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅵ． 施工－2 （長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

平成27年（1月～12月）の元請実績及び直近3年の年平均元請実績

直近3年平均 Ｈ27年実績

元請の
新築住宅供給戸数

Ｈ27年実績 直近3年平均 Ｈ27年実績

補助金
の活用
実績

長期
優良
住宅

ゼロ
エネ
住宅

直近3年平均

構成員
番号

Ⅵ．施工-2
うち木造長期優良住宅

の実績

Ｈ27年実績

0 Ⅵ - 47 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 48 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 49 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 50 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

※）

※）

 ※）

※)

県番号、構成員番号、事業者名は、様式2-2（Ⅵ施工-1）からリンクする為、入力は必要はありません。

「補助金の活用実績」欄は、過去に、長期優良住宅においては地域型住宅ブランド化事業・地域型住宅グリーン化事業、ゼロエネ住宅においては、住宅のゼロ・エネルギー化推進事業・地域型グリーン化事業に対する補助を
受けたことがある場合は○を付けて下さい。

直近3年平均の値は、小数点以下を四捨五入した整数で入力してください。

「被災地に該当」欄は、「施工」の事業者の主たる事業所（本店）が、「東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律」に基づく「特定被災区域」、または平成28年熊本地震の被災区域に存する場合
は○を付けて下さい。



＜様式 2-2・Ⅶ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

13 Ⅶ - 1 アール・ジー株式会社 140-0002

Ⅶ - 2

Ⅶ - 3

Ⅶ - 4

Ⅶ - 5

Ⅶ - 6

Ⅶ - 7

Ⅶ - 8

Ⅶ - 9

Ⅶ - 10

Ⅶ - 11

Ⅶ - 12

Ⅶ - 13

Ⅶ - 14

Ⅶ - 15

Ⅶ - 16

Ⅶ - 17

Ⅶ - 18

Ⅶ - 19

Ⅶ - 20

Ⅶ - 21

Ⅶ - 22

Ⅶ - 23

Ⅶ - 24

Ⅶ - 25

Ⅶ - 26

Ⅶ - 27

Ⅶ - 28

Ⅶ - 29

Ⅶ - 30

Ⅶ - 31

Ⅶ - 32

Ⅶ - 33

Ⅶ - 34

Ⅶ - 35

Ⅶ - 36

Ⅶ - 37

Ⅶ - 38

Ⅶ - 39

Ⅶ - 40

Ⅶ - 41

Ⅶ - 42

Ⅶ - 43

Ⅶ - 44

Ⅶ - 45

Ⅶ - 46

Ⅶ - 47

Ⅶ - 48

Ⅶ．木材を扱わない流通 1

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅶ．木材を扱わない流通

構成員
番号

所在地 電話番号

東京都品川区東品川1-6-6 0357833828



＜様式 2-2・Ⅶ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

Ⅶ．木材を扱わない流通 1

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅶ．木材を扱わない流通

構成員
番号

所在地 電話番号

Ⅶ - 49

Ⅶ - 50

※）

※）

※）

※）

県番号は、県番号のワークシートを参照してください。

適用申請書記載事項確認念書の内容を正確に転記して下さい。事業者名については、（株）や（有）等の略号は用いず、正式な法人名を記入して下さい。

郵便番号は、ハイフンありで半角入力してください。　例：123-4567

電話番号は、ハイフンなしで半角入力してください。　例：0123456789



＜様式 2-2・Ⅷ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

Ⅷ - 1

Ⅷ - 2

Ⅷ - 3

Ⅷ - 4

Ⅷ - 5

Ⅷ - 6

Ⅷ - 7

Ⅷ - 8

Ⅷ - 9

Ⅷ - 10

Ⅷ - 11

Ⅷ - 12

Ⅷ - 13

Ⅷ - 14

Ⅷ - 15

Ⅷ - 16

Ⅷ - 17

Ⅷ - 18

Ⅷ - 19

Ⅷ - 20

Ⅷ - 21

Ⅷ - 22

Ⅷ - 23

Ⅷ - 24

Ⅷ - 25

Ⅷ - 26

Ⅷ - 27

Ⅷ - 28

Ⅷ - 29

Ⅷ - 30

Ⅷ - 31

Ⅷ - 32

Ⅷ - 33

Ⅷ - 34

Ⅷ - 35

Ⅷ - 36

Ⅷ - 37

Ⅷ - 38

Ⅷ - 39

Ⅷ - 40

Ⅷ - 41

Ⅷ - 42

Ⅷ - 43

Ⅷ - 44

Ⅷ - 45

Ⅷ - 46

Ⅷ - 47

Ⅷ - 48

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅷ．Ⅰ～Ⅶ以外の業種（畳、瓦、襖等の住宅資材の供給事業者等）

構成員
番号

所在地 電話番号

Ⅷ．Ⅰ～Ⅶ以外の業種 0



＜様式 2-2・Ⅷ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅷ．Ⅰ～Ⅶ以外の業種（畳、瓦、襖等の住宅資材の供給事業者等）

構成員
番号

所在地 電話番号

Ⅷ．Ⅰ～Ⅶ以外の業種 0

Ⅷ - 49

Ⅷ - 50

※）

※）

※）

※）

県番号は、県番号のワークシートを参照してください。

適用申請書記載事項確認念書の内容を正確に転記して下さい。事業者名については、（株）や（有）等の略号は用いず、正式な法人名を記入して下さい。

郵便番号は、ハイフンありで半角入力してください。　例：123-4567

電話番号は、ハイフンなしで半角入力してください。　例：0123456789



＜様式３－１＞

年

◎、○
記入欄

◎

○

○

○

◎

◎、○
記入欄

a
①-1 用材の寸法規格化 □ ■ ◎

①-2 使用建材の統一 □ ■ ◎

①-3 標準仕様の設定 □ ■ ◎

②-1 建材・資材調達の共同化 □ ■ ◎

②-2 調達事務の合理化 □ ■ ◎

③
生産の合理化等に向けた
検討委員会等の設置 □ ■ ◎

④
生産の合理化等に向けて
事務局が果たす役割 □ ■ ○

b.
①

グループの信頼性向上に
向けた施工基準 □ ■ ◎

②
グループの信頼性向上に 
向けた検査ルール □ ■ ○

③
グループの信頼性向上に
向けた見積・積算のルー
ル

□ ■ ○

④
グループの信頼性向上に
向けたその他の具体的取
組

□ □ ◎

※） 行の高さについては記載する文章の長さなどにより適宜、調整して下さい。

ない ある　 → 内容：
・新しい省エネ設備や断熱材などの勉強会、施工技術の向上などの現場研修会などを通
じ、利用促進、普及を図っている。

その他
   ※上記項目以外でグループ独自
　　   のルール・目標があれば記入
        してください。

ない ある　 → 内容：
・ 技術委員会で自主検査項目の整備を行う。
・ 検査項目、ルール等改訂の要望が構成員から挙げられた場合は、技術委員会で検討
し、信頼性向上につながると認められた場合は検査項目の改訂を行う。

ない ある　 → 内容： ・技術委員会にて、公表価格の見積り範囲及び見積り項目についての整備を行う。

ない ある　 → 内容：

技術委員会の開催場所の確保、ミーティングの議事次第および議事録の作成、技術委員
会の議事録、決定事項について、メールなどを利用し迅速に告知する。

ない ある　 → 内容：
技術委員会で施工基準の整備を行う。信頼性向上につながる技術情報については委員
会で検討し、随時施工基準の改訂を行う。

行っていない 行っている→ 内容：

資材調達をグループ内で行うことで、安定した資材供給を可能とし、調達事務に関する合
理化を図る。

行っていない 行っている→ 内容：

技術委員会を年に4回程度開催し、技術情報の交換及び共通仕様を検討する

行っていない 行っている→ 内容：

平成27年度フラット35対応木造住宅工事仕様書に準拠する

行っていない 行っている→ 内容：

技術委員会で定めた品質管理規定に適合した資材のみを使用する

行っていない 行っている→ 内容：

平成27年度フラット35対応木造住宅工事仕様書に準拠する

行っていない 行っている→ 内容：

平成27年度フラット35対応木造住宅工事仕様書に準拠する

④ ①～③の背景

・東京都は歴史がある地域から新興住宅地まで幅が広いためデザインに限定ができない。大地震の発生も考え、耐震性に配慮したい。ま
た、温暖な地域でありながら高齢化もあり、断熱にも配慮が必要であり、認定をとっていくことが重要である。
・東京都は、人口が多く、土地も高額なため大きな敷地で住宅を建設できないために、創エネ設備を大きく載せられないため、給湯など大
きなエネルギーを消費する設備を高性能なものに替え、多くの人に省エネ住宅に住んでもらう。

⑤その他
　※上記項目以外でグループ独自
　　　のルール・目標があれば記入
       してください。

・　ヒートポンプ・ガス瞬間式併用給湯器やエコキュート＋太陽温水器等の利用を重視し、給湯設備・温水暖房設備で快適性と省エネ化を
実現させる。

イ．効率的な住宅生産体制の整備

【平成28年度対応方針】

①地域の気候・風土等に根差し
   た地域型住宅の重視する性能

①長期優良住宅物件は地域ごとに気候・風土の特徴に合わせた環境対応機能を持たせる外皮性能と低炭素住宅レベルの一次消費エネ
ルギー基準とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
②低炭素基準に関しては、温暖な地域で一番エネルギーを多く使う給湯に使うエネルギーを出来るだけ小さくなる検討を行う、また浴室ま
わりの断熱と暖房を検討する。
③ゼロエネルギー住宅は、U値を0.6ｗ以下を目標にし、低炭素同様に給湯エネルギーを最小になるように努める。

②地域の気候・風土等に根差し
   た地域型住宅の建て方や様式

・　木材の持つ断熱性能や蓄熱性能、調湿作用などによって、快適な室内空間を提供する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　・　温暖な地域であり、開口部を大きく取る住宅が多いため、できるだけ開口部の断熱化と庇等で日射を遮る設計を行う。
・　自立循環型住宅への設計ガイドラインの設計を取り入れ、通風データなどを設計に取り入れる

③地域の気候・風土等に根差した
　 地域型住宅のデザインルール

・　景観に配慮する住宅を検討する。CASBEE評価に用いられる景観評価の評価項目を利用し、景観に配慮、近隣への配慮、建物の周囲
の通風にも考慮した設計を行う
・ 地域的に北欧・北米モダン・和風・民家風の住宅デザインなど多様なデザインが多く基準を設けるのが難しい為、地域に配慮した住宅を
ベースとする。

３．過去のグリーン化事業採択グループ番号（必須） 0
４．地域型住宅グリーン化事業のねらいに対する取り組み　※記入した内容において「必ず実施する取組み」の場合は◎印、「グループが目指す目標」の場合は○印を右欄に記入してください。
                                                                                    ※住宅と建築物（非住宅）の両方を申請する場合において、取組に違いがある場合は、その旨を具体的に記入してください。

ア．特徴ある地域型住宅の目標設定

【平成28年度対応方針】

２．グループの名称・結成年（必須）
(グループの名称） （結成年）

エコ・グリーン東京 2016

＜地域型住宅グリーン化事業に対する取り組み＞（長寿命型・高度省エネ型・優良建築物型共通）

１．地域型住宅の名称・対象地域（必須）
（地域型住宅の名称） （地域型住宅供給対象地域）

ハイブリッド住宅 東京都，神奈川県，千葉県，埼玉県



＜様式３－２＞

年

◎、○
記入欄

a ① 住宅履歴情報の蓄積

①-1 内容・蓄積の共通ルール □ ■ ◎

①-2 情報サービス機関の活用 ■ □

①-3 履歴情報蓄積の確認手法 ■ □

② メンテナンス基準の整備

②-1 点検の共通ルール □ ■ ○

②-2 補修の共通ルール □ ■ ○

②-3 点検補修実施の確認手法 □ ■ ○

③ 住まいの管理

③-1 住まい管理勉強会の実施 □ ■ ○

③-2 DIY体験会等の実施 ■ □

③-3 その他の相談会等の実施 □ ■ ○

④ 維持管理委員会等の設置 □ ■ ○

⑤ その他の維持管理の手法 ■ □

b
①

グループ構成員の倒産廃業
時のバックアップルール □ ■ ○

②
過去の瑕疵内容等に学ぶ
勉強会の実施 □ ■ ◎

◎、○
記入欄

a
①

未経験工務店等への施工
技術研修会等の開催 □ ■ ◎

②-1
品質管理のための共通
ルール ■ □

②-2
上記共通ルールが守られ
ていることの確認手法 □ ■ ○

③-1 需給計画の策定 □ ■ ◎

③-2
技術力向上のための中長
期的な計画 □ ■ ◎

④
③に基づく業種ごとの合理
化の取組 □ ■ ○

b
①-1

省エネ技術講習会への施
工事業者社員の参加人数 ○

①-2
省エネ技術講習会への請
負技能者等の参加人数 ○

②
省エネ技術講習会への参
加促進のための取組 ■ □

ｃ
① 新たな技術等の導入 □ ■ ○

② 新たな技術等の開発 □ ■ ○

※）

15

昨年度までの終了者
数

今年度の参加目標人数 15

その他
   ※上記項目以外でグループ独自
　　   のルール・目標があれば記入
        してください。

ない ある  →

行の高さについては記載する文章の長さなどにより適宜、調整して下さい。

ない ある  → 内容：
グループ代表・事務局・代表工務店で多くの研修等に参加し、会の工務店に情報配信する。
研修には最新の技術のメーカー等を呼び商品アピールをし、何が本当に良いか競技する。

ない ある  → 内容：
上記に基づき適切な手法を検討し、必要に応じ外部組織も交えたシュミレーション、
実際の部材を用いた検証を行う。

内容：

ない ある  → 内容：
技術・規格をグループで行い、グループ全体の技術向上を図る。 可能な部材に関しては仕入れ先
を統一する（共同購入）など、コスト面も含めた検討を行う。

昨年度までの終了者
数

今年度の参加目標人数

ない ある  → 内容： 参加する工務店の供給する家が、「ゼロエネルギー住宅」「耐震等級３」となることを目指す。

ない ある  → 内容：
2年度…長期優良住宅,低炭素住宅の自社計算ができるレベルまで向上
4年度…さらに自然エネルギーを利用した住宅の総合エネルギー提案

ない ある  → 内容：

ない ある  → 内容： チェックするシステムを、グループ内で構築してゆく

エ．グループの技術力の向上

【平成28年度対応方針】

ない ある  → 内容： 定期的に施工技術のセミナーを行い、未経験工務店の施工技術向上を図る

ない ある  → 内容： 瑕疵が起こらないための研修（地盤・瑕疵保険会社を呼び研修「最近の事故について」） 

その他
　※上記項目以外でグループ独自
　　  のルール・目標があれば記入
       してください。

ない ある  → 内容：

ない ある  → 内容：
事務局主導で該当物件の近隣エリアの構成員を選定、住宅に関する情報の引き継ぎをを行う。
 該当エリアの近隣に構成員がいない場合は構成員の推薦により対応業者を選定。

ない ある  → 内容：
構造見学会,完成見学会,引渡し後の見学会など、住宅への理解を深めるイベントを
開催する。

ない ある  → 内容：
事務局主催による全体会議を定期的に開催。発注者、施工者、設計者などの意見を公表し、共通
基準及び共通維持管理計画書にフィードバックさせる。

ない ある  → 内容： 維持管理に関する説明マニュアルを整備。引渡し時に発注者へ説明

ない ある  → 内容：

ない ある  → 内容：
構成員による現場研修により、技術知識を集積、マニュアル化。
リフォーム・メンテナンスの共通基準項目を策定する

ない ある  → 内容： メンテナンス、リフォームの実績報告書を作成。 発注者,事務局,施工店の三者で保管。

ない ある  → 内容：

ない ある  → 内容： 引渡し後30年までの共通維持管理計画書を策定

ない ある  → 内容： 構成員各社でデータベース等を作成し、それに基づいて管理をする

ない ある  → 内容：

３．過去のブランド化事業採択グループ番号（必須） 0
４．地域型住宅グリーン化事業のねらいに対する取り組み　※記入した内容おいて「必ず実施する取組み」の場合は◎印、「グループが目指す目標」の場合は○印を右欄に記入してください。
                                                                                    ※住宅と建築物（非住宅））の両方を申請する場合において、取組に違いがある場合は、その旨を具体的に記入してください。

ウ．長期にわたる住宅メンテナンス体制の整備

【平成28年度対応方針】

２．グループの名称・結成年月（必須）
(グループの名称） （結成年）

エコ・グリーン東京 2016

＜地域型住宅グリーン化事業に対する取り組み＞（長寿命型・高度省エネ型・優良建築物型共通）

１．地域型住宅の名称・対象地域（必須）
（地域型住宅の名称） （地域型住宅供給対象地域）

ハイブリッド住宅 東京都，神奈川県，千葉県，埼玉県



＜様式３－３＞

年

◎、○
記入欄

a

①
地域材利用に関する共通
ルール（必須） ○

②
地域材利用の1棟当たりの
割合（必須） □ ■ □ □

□ ■

□ ■

□ ■

■ □

■ □

■ □

④
地域材の流れ（フロー図）
などグループの取組に関
する補足説明

b ①-1 地域材在庫把握の仕組 □ ■ ◎

①-2 地域材価格の共有の仕組 □ ■ ○

②
グループ全体における地
域材の需給予測 □ ■ ○

c ①-1 畳の活用 □ ■ ○

①-2 和瓦の活用 □ ■ ○

①-3 襖の活用 □ ■ ○

①-4 障子の活用 □ ■ ○

②-1
その他地域の伝統的な素
材の活用 □ ■ ○

②-2
その他地域の伝統的な意
匠の活用 □ ■ ○

d ①
地域の伝統的なデザイン
を継承する取組 □ ■ ○

②
地域の住まい方の継承に
つながる取組 □ ■ ○

③
地域の街並み形成へ寄与
する取組 □ ■ ◎

④
和の住まいの要素を取入
れた取組 □ ■ ○

◎、○
記入欄

○

○

※） 行の高さについては記載する文章の長さなどにより適宜、調整して下さい。

平成28年熊本地震の復興に資する取
組

震災被災地域が生産地となっている商品や、被災地域企業の商品の活用を検討する。
また、グループ内研修会等で、復興に資する取り組み事例を紹介する。

使用している

使用している

使用している

使用している

使用している

使用している

主要構造材

その他
　※上記項目以外でグループ独自
　　  のルール・目標があれば記入
       してください。

カ．その他

【平成28年度対応方針】

東日本大震災の復興に資する取組

震災被災地域が生産地となっている商品や、被災地域企業の商品の活用を検討する。

行っていない 行っている→ 内容： 地域の樹木・花などを率先して植え地域性を出す設計を行う

行っていない 行っている→ 内容：
要望に応じて和の住まいの要素を取り入れたモダン和風、モダン民家風のデザインにも
対応。多様なニーズに応えるデザインバリエーションを展開出来るツールをつくる。

行っていない 行っている→ 内容：
地域の職人を十分に活用し、地域の伝統的な素材・デザインを活用するような設計を行
う

行っていない 行っている→ 内容：
地域のデザイン・色を乱さいない設計研修を行う
地域の風・日射・地震・津波対策を考えた研修なども行う

行っていない 行っている→ 内容： 発注者の要望に応じて随時検討し、デザインに活用する。

行っていない 行っている→ 内容： 発注者の要望に応じて随時検討し、デザインに活用する。

行っている→ 内容： 今年度の使用予定枚数（3×6換算）　　　　50枚

行っていない 行っている→ 内容： 今年度の使用予定枚数（3×6換算）　　　　50枚

行っていない 行っている→ 内容： 今年度の使用予定枚数（１畳換算）　　　　150枚

行っていない 行っている→ 内容： 今年度の使用予定枚数：　　　　750坪

行っていない

ない ある  → 内容：
発注見込み、価格を事務局で情報収集し把握する。事務局は状況に応じ情報を開示し、構成員の
業務のコントロールに努める。

行っていない 行っている→ 内容：
補助金の活用による長期優良住宅、認定低炭素住宅のゼロエネを利用している多くが申
請の予定をしている。材料・使用部位をできるだけ多く採用し使用しやすくする。

○

板材 壁板、床板等： 使用していない

ない ある  → 内容：
発注見込み、価格を事務局で情報収集し把握する。事務局は状況に応じ情報を開示し、構成員の
業務のコントロールに努める。

標準的な地域材の使用部
位 （必須）

土台： 使用していない

柱： 使用していない

間柱、根太、垂木等： 使用していない

造作材 枠材、廻縁等： 使用していない

地域材加算の追加補助を受ける場合、構造材の内、地域材を５０パーセント以上使用をめざす。

10％未満 10％以上 50％以上 80％以上

梁・桁等の横架材等： 使用していない

羽柄材
③

３．過去のブランド化事業採択グループ番号（必須）

４．地域型住宅グリーン化事業のねらいに対する取り組み　※記入した内容において「必ず実施する取組み」の場合は◎印、「グループが目指す目標」の場合は○印を右欄に記入してください。
                                                                                    ※住宅と建築物（非住宅））の両方を申請する場合において、取組に違いがある場合は、その旨を具体的に記入してください。

オ．地域の産業・住文化・景観等への寄与

【平成28年度対応方針】

0

２．グループの名称・結成年月（必須）
(グループの名称） （結成年）

エコ・グリーン東京 2016

＜地域型住宅グリーン化事業に対する取り組み＞（長寿命型・高度省エネ型・優良建築物型共通）

１．地域型住宅の名称・対象地域（必須）
（地域型住宅の名称） （地域型住宅供給対象地域）

ハイブリッド住宅 東京都，神奈川県，千葉県，埼玉県



＜様式３－４＞

年

※） 行の高さについては記載する文章の長さなどにより適宜、調整して下さい。

３．過去のブランド化事業採択グループ番号（必須）

４．地域型住宅グリーン化事業のねらいに対する取り組み

キ．グループが取組む木造住宅・建築物の特徴
　※この項目は、高度省エネ型、優良建築物型を申請するグループのみ記入してください。 
　※申請に係る認定低炭素住宅、性能向上計画認定住宅、ゼロ・エネルギー住宅、優良建築物の性能や特徴等について記入してください。

２０２０年までに標準的な新築住宅で、２０３０年までに新築住宅の平均でゼロエネルギー化を目指すことを実現していく上で、
本事業に関わらず、H２５年改正省エネ基準の適合ができる仕組みづくりを行う。

特に、省エネ法に不慣れな工務店にとっては、省エネ住宅ポイント、フラット３５S（A）（B）、住宅性能評価、住宅性能証明書などの取得が容易にできるように、
グループとして設計マニュアルづくりや「低炭素住宅仕様」や「ゼロエネ住宅仕様」のパターン化をつくり、支援体制の構築をする。

＜断熱性能＞
25年省エネルギー基準の性能を上回る性能とし、UA値0.6以下とする。

＜省エネ設備＞
 「ヒートポンプ・ガス瞬間式併用給湯システム」や「エコキュート＋太陽温水器」等の使用を重視し、地域型住宅グリーン化事業の趣旨に沿った
  省エネルギー性の高い住宅を目指し、各地域において、以後の提案において参考とすべき良い事例を手掛けることを目標とする。

・補助金を活用した高断熱化住宅を提案する。

0

２．グループの名称・結成年月（必須）
(グループの名称） （結成年）

エコ・グリーン東京 2016

＜地域型住宅グリーン化事業に対する取り組み＞（高度省エネ型・優良建築物型のみ）

１．地域型住宅の名称・対象地域（必須）
（地域型住宅の名称） （地域型住宅供給対象地域）

ハイブリッド住宅 東京都，神奈川県，千葉県，埼玉県



北海道 1
青森 2
岩手 3
宮城 4
秋田 5
山形 6
福島 7
茨城 8
栃木 9
群馬 10
埼玉 11
千葉 12
東京 13
神奈川 14
新潟 15
富山 16
石川 17
福井 18
山梨 19
長野 20
岐阜 21
静岡 22
愛知 23
三重 24
滋賀 25
京都 26
大阪 27
兵庫 28
奈良 29
和歌山 30
鳥取 31
島根 32
岡山 33
広島 34
山口 35
徳島 36
香川 37
愛媛 38
高知 39
福岡 40
佐賀 41
長崎 42
熊本 43
大分 44
宮崎 45
鹿児島 46
沖縄 47

県番号



地域型住宅グリーン化事業　グループ募集　　提出書類チェックリスト

2016 年

４．グループ代表者の構成員番号（必須）

-

７．グループ事務局の構成員番号（必須）

９．グループ事務局事業者所在地（必須）

11．グループ事務局事業者FAX（必須）

13．グループ事務局担当者名（必須）

※） 1から13の項目は、様式2-1からリンクするため、入力は必要ありません。

１．地域型住宅の名称・対象地域（必須）

（地域型住宅の名称） （地域型住宅供給対象地域）

ハイブリッド住宅 東京都，神奈川県，千葉県，埼玉県

２．グループの名称・結成年（必須）
(グループの名称） （結成年）

エコ・グリーン東京

３．グループ代表者名（必須） 北島 敏之 Ⅴ-1､Ⅵ-1

５．グループ代表者の所属先（必須） 北島敏建設株式会社 -

６．グループ事務局事業者名（必須） アール･ジー株式会社 Ⅶ-1

８．グループ事務局郵便番号（必須） 140-0002 東京都品川区東品川1-6-6

10．グループ事務局事業者TEL（必須） 0357833828 0357833457

12．グループ事務局担当者E-mail（必須） NobumasaHagura@rinnai.co.jp 羽倉 伸昌

グループ記入欄（提出する書類等に「レ」印、該当しない場合は「／」印をご記入下さい。）

グループ
記入欄

評価事務局
記入欄１）　適用申請書

提出書類 提出に当たっての留意点

様式１（表紙）

・記載事項に漏れはありませんか。
（特に「必須」事項について）
・様式１の代表者の押印は代表者印ですか。
・様式１の正本は押印された原本ですか。
・事業者名は株式会社など(株)等に簡略化してない
　ですか。
・制度を運用するのに必要な全業種に認証を受けて
　いる事業者は含まれてますか。

様式２－１＜地域型住宅の生産体制＞（共通）

様式２－２（Ⅰ）原木供給（共通）

様式２－２（Ⅱ）製材・集成材・合板製造（共通）

様式２－２（Ⅲ）建材流通（木材）（共通）

様式２－２（Ⅳ）プレカット（共通）

様式２－２（Ⅴ）設計（共通）

様式２－２（Ⅵ-1）施工-1（共通）

様式２－２（Ⅵ-2）施工-2（共通）

様式３－２（長寿命型・高度省エネ型・優良建築物型共通）

様式３－３（長寿命型・高度省エネ型・優良建築物型共通）

様式５－１＿ゼロエネ基準（提案住宅の概要）

別添様式（Ｈ２８、Ｈ２５省エネ基準）

様式２－２（Ⅶ）木材を扱わない流通

様式２－２（Ⅷ）Ⅰ～Ⅶ以外（畳・瓦・襖等）

様式５－２＿ゼロエネ基準（調査設計計画費・効果の検証
　　　　　　　　　　　　　等に要する費用の内容と理由）

様式３－１（長寿命型・高度省エネ型・優良建築物型共通）

様式３－４（高度省エネ型・優良建築物型のみ）

グループ
記入欄

評価事務局
記入欄

提出書類 提出に当たっての留意点

定款・規約 ・グループの趣旨・目的、代表の選出方法、事務局
　の役割などが分かるものですか。
・過去ブランド化事業、グリーン化事業で採択された
　グループにおいて、最終的に提出されたものから
　変更がない場合、「変更なし」と記入してください。

その他（書類の種類を以下に記載）

グループ
記入欄

評価事務局
記入欄提出書類 提出に当たっての留意点

種類：

３）　グループ構成員の適用申請書記載事項確認念書 グループ
記入欄

評価事務局
記入欄提出書類 提出に当たっての留意点

CD-R（提出書類全ての電子ファイルを格納したもの）

・適用申請書のExcel形式の全データを格納してく
　ださい。
・確認念書については、必要ありません。
・格納した電子データが提出書類と同一のものであ
　ることを確認してください。

様式４－１
様式４－２

・必要事項は全て記載されていますか。
・全構成員分が添付されていますか。
・押印は代表者印ですか。
・正本は原本ですか。
・本社所在地は登記簿記載と一致していますか。
・施工事業者は本社を記載していますか。

４）　CD-R

２）　グループの概要やグループの意志決定の方法が確認できる書類


